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京都市環境保全活動センターの管理に関する指定管理者業務仕様書 

 

１ 施設の概要に関する事項 

（１） 名称及び所在地 

ア 名   称  京都市環境保全活動センター（愛称 京
みやこ

エコロジーセンター） 

イ 所 在 地  京都市伏見区深草池ノ内町１３番地 

（２） 建築物（敷地）の概要 

ア 敷 地 面 積  １，０５６．００平方メートル 

イ 延 床 面 積  ２，７０３．４９平方メートル 

        （目的外使用許可部分１１．９平方メートルを含む） 

ウ 構   造  鉄筋コンクリート造地上３階地下１階建て １棟 

エ 竣工年月日  平成１４年３月２１日 

オ 入 館 者 数  ７９，７１２人（令和５年度実績） 

カ 主な施設構成  １階  エントランスホール、常設展示コーナー、視聴覚室 

２階  企画展示・ワークショップコーナー、情報コーナー、事務

室、活動支援室 

３階  交流コーナー、会議室、実習室、資料印刷室、こどもひろ

ば（木のおもちゃひろば） 

屋上  屋上広場 

（３） 施設の運営理念と今後目指すべき方向性 

ア 本市を取り巻く状況 

世界各地において、人為的に排出され続けている温室効果ガスによって地球温暖

化は進行しており、記録的な猛暑や豪雨など、我々の生活基盤を脅かす気候危機と

もいえる時代に突入している。 

これまでから京都市は京都議定書誕生の地、パリ協定の実行を支えるＩＰＣＣ京

都ガイドライン採択の地として、全国初の地球温暖化対策に特化した条例を制定

し、2019年には、2050年までのCO2排出量正味ゼロの実現を目指すことを国や他自

治体に先駆けて表明するなど、市民、事業者、関係団体等とともに地球温暖化対策

に取り組んできた。 

2023年に開催されたＣＯＰ28（気候変動枠組条約第28回締約国会議）では、パリ

協定の実施状況を検討し、長期目標の達成に向けた全体としての進捗を評価するグ

ローバル・ストックテイクが初めて採択され、世界の平均気温の上昇を1.5℃以下

に抑える目標達成のための緊急的な行動の必要性などが明記されたほか、都市レベ

ルの取組、持続可能なライフスタイルへの移行の重要性などが盛り込まれた。 

こうした中、本市は2050年のカーボンニュートラル達成に向けた取組を一層加速
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させるため、京都市地球温暖化対策計画に掲げる施策に加え、2022年11月に国から

選定された「脱炭素先行地域」事業において伏見エリアを中心としつつ、全市域を

視野に入れた取組を実施するなど新たな施策にも取り組んでいる。当該事業におい

て本センターは、近郊大学とともにグリーン人材育成拠点として位置付けられてい

る。 

イ 本センターに求められる役割 

本センターは、ＣＯＰ３開催を記念し2002年に開設されて以降、身近なごみ問題

から地球規模の環境問題まで幅広い視点に立った環境意識や環境にやさしい取組の

定着を図ることを目指し、施設の供用や様々な事業を約20年にわたり実施してき

た。これらの取組は国内外から注目され、環境先進都市として象徴的な存在となっ

ている。 

次期指定管理期間においては、本市を取り巻く状況やこれまで本センターが果た

してきた役割を踏まえ、本センター内外で市民、事業者、学術機関、環境団体など

あらゆる主体による、ライフスタイルや経済活動、学習活動、エネルギー利用など

様々な面で社会を転換させる取組を大きく前進させる必要がある。本センターが地

球温暖化対策を中心とした「環境保全活動の協働を創造するハブ」として、その存

在価値を一層高める施設運営が求められている。 

ウ 「環境と調和した持続可能な社会」の実現に向けて 

本市では、環境行政のマスタープランである京都市環境基本計画において「環境と

調和した持続可能な社会の実現」を目指しており、①2050年CO2ゼロに向けた脱炭素

化を進めるとともに、②循環型社会の構築、③生物多様性保全に取り組んでいる。３

分野は相互に関連しており、本センター、さすてな京都、生物多様性センターが緊密

に情報共有しながら役割を分担し、三位一体の取組として施設間連携を深めること

で相乗効果を発揮することが期待できる。 

併せて、本市の青少年科学センターや動物園をはじめ、持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）の推進を共に担う施設との幅広い交流を推進することにより、目指すべき社会

像の実現に向けて、更なる機運の醸成や実践の促進を図ることが必要である。 

 

２ 業務の範囲に関する事項 

（１） 指定管理者（以下「乙」という。）が行う業務 

  ア 環境の保全に関する活動のための施設の提供、資料及び装置の展示並びに情報の

収集及び提供 

イ センターの施設及び付属設備（以下「施設等」という。）の利用許可及び利用料金

の徴収 

  ウ センターの維持管理に係る業務 

  エ その他市長が必要と認める業務 
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（２）京都市（以下「甲」という。）が行う業務（乙に行わせない業務） 

センター条例において、市長の権限として規定している事項 

 

３ 管理の基準に関する事項 

（１）休所日及び開所時間 

ア 休所日 

毎週木曜日（祝日の場合は翌平日）及び年末年始（１２月２８日から翌年１月３

日まで） 

イ 開所時間 

午前９時から午後９時まで 

ただし、展示コーナーについては午前９時から午後５時まで。 

（２）人員配置の基準 

   ア 人員の配置時間 

     午前８時４５分から午後９時１５分まで 

   イ 館長 

乙は、甲の承認を得て、センターに館長を置くことができる。 

ウ 職員 

     センターの円滑な管理と事業運営を図るため、組織及び体制を整備する。 

     また、人員については、労働関係法令を遵守するとともに、事業内容、事業規模、

経営状況に応じた適正なものとする。 

   （ア）責任体制 

      a センターの日常的な管理運営に支障がないよう、乙の業務を統括する責任者

を常時置き、責任体制を明確にする。 

      b 開所時間帯において常時２名以上の職員を配置し、各種業務、利用者のサー

ビスやニーズに支障なく対応できる人員体制を組む。 

      c 警備業務、建物、設備及び備品の維持管理業務等、現状のセンター運営の質

を維持する。 

d 日常業務だけでなく、不測の事態や災害時にも迅速かつ的確な対応ができる

職員を配置する。 

   （イ）専門性 

      センターの設置理念を充分理解し、円滑な管理と事業運営を図るため、環境保

全に関する専門的知識と活動経験を有すると認める者を的確に配置する。 

   （ウ）研修 

     a 職員が業務を遂行するに当たり、専門性と幅広い知識、経験を培うことがで

きるよう、全職員を対象に、研修を実施する。 

     b 研修は、年度ごとに計画を作成し、環境保全に関すること、市政全般、市民

応対、消防及び防災など、多岐にわたる内容とする。 
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エ サービスの向上と苦情等への対応 

   （ア）サービスの向上 

      利用者ニーズに沿ったサービスの拡大に努めるとともに、どの時間帯にも迅

速で的確な対応を行えるよう窓口業務等におけるサービスの質の向上を図り、

施設の利用促進に努めること。 

   （イ）苦情等への対応 

     a 誠意をもって傾聴し、問題点を的確にとらえ、迅速に対応し、利用者への説

明責任を果たす。 

     b 全ての職員が常に連絡を密にし、苦情やトラブルの内容を共有し、対応につ

いての統一した見解を持つ。 

     c 受け付けた苦情・要望やトラブルに関し、内容及び対応結果について、甲に

報告する。 

（３）利用許可の基準 

ア センターの利用許可及び利用料金の徴収 

（ア）利用許可の手続 

センター条例及び施行規則の規定により、施設等の利用許可を行う。 

  （イ）利用料金の設定 

センター条例及び施行規則により定める額を上限として、甲の承認を得て施設

等の利用料金を定めるものとする。 

（ウ）利用料金の減免 

甲の承認を得て減免に関する基準を作成したうえで、施設等の利用料金を減免

することができる。 

（エ）利用料金の還付 

センター条例及び施行規則の規定により、利用料金の還付を行う。 

  イ 利用者への施設等の提供及びサポート 

    利用者に対し、利用を許可した施設等を適切に提供するとともに、以下に掲げる必

要なサポートを行う。 

  （ア）利用者に当たっての指導・助言 

 利用者に対し、必要に応じて事前に打ち合わせや施設見学の機会の提供等を行

い、利用に際しては、安全かつ円滑な利用を図れるよう適切に指導・助言を行うも

のとする。 

  （イ）施設利用案内等の作成 

     甲の承認を得て申請に当たり必要な書類等を定めるとともに、各施設等の利用

案内等を作成するものとする。 

   ウ 利用許可の行政処分 

   乙が行う利用許可等の行政処分については、京都市行政手続条例が適用されるた

め、乙は、審査基準（第６条）、標準処理期間（第７条）及び処分の基準（第１３条）
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を定め、これらを事務所において備付けその他の方法により公にしておかなければ

ならない。 

（４）事業の実施に関する詳細事項 

  ア 環境の保全に関する活動のための施設の提供 

    市民、事業者等による環境保全活動のための会議、セミナー、展示等に活用する会

場の提供を行う。 

イ 環境の保全に関する資料及び装置の展示 

    市民、事業者等の身近なごみ問題から地球規模の環境問題まで幅広い視点に立っ

た環境意識の定着を図るため、資料やパネル等の展示を行う。展示については、事業

者・団体等との連携による企画・常設展示も積極的に誘致する。 

ウ 環境の保全に関する情報の収集及び提供 

（ア）情報の収集及び提供 

国、地方公共団体や市民活動団体の環境保全に関する情報を随時収集すること

に努め、市民の求めに応じ、学習・研修等のアドバイスを行う。収集した情報をか

んきょう図書コーナーにおいて利用者の閲覧に供する。 

（イ） 環境副読本の発行 

地球温暖化をはじめとする環境問題をテーマとし、小学４年生用、高学年用、中

学生用を甲の発行物として作成し、市内の小学校、中学校に配布すること。 

また、内容の更新に当たっては、甲と協議するものとし、京都市教育委員会と連

携しながら更なる活用の推進に努める。 

 （ウ）様々な媒体を活用した効果的な情報発信 

環境保全に関する人材育成や、市民、事業者、学術機関、環境団体などあらゆる

主体の活動を促進するため、環境保全に関する話題やセンターの活動、市民の行動

変容に繋がる情報発信を強化し、実施すること。その一環として、ホームページの

更新やＳＮＳの活用による情報発信等を定期的に行うとともに、様々な媒体を活

用した効果的な広報手段を検討し、実施する。 

     コンテンツの内容等重要なものは、甲と協議のうえ決定する。 

エ 環境の保全に関する講座、研修等の開催 

環境保全を総合的に推進するため、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場に

おいて、市民・事業者が自ら進んで環境行動を実践できるよう、センター内外で、環

境保全に関する講座、講演、研修などを積極的に実施する。 

オ 環境保全促進のための研究、調査、ネットワーク構築等 

２０５０年二酸化炭素排出量正味ゼロに向けた環境保全の促進に資する制度や仕

組みの研究、調査等を行うとともに、市民の行動変容に資するよう、環境保全活動に

関わる人材と地域や事業者・団体等を相互に繋ぐネットワークの構築を図る。 
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カ 環境の保全に関する人材育成 

（ア）環境ボランティアの育成 

来館者に対しセンター内の展示物、環境に配慮した設備を紹介する環境ボラン

ティアを募集し、案内活動の能力向上に向けた研修を実施するとともに、自主活動

の促進を図る。 

（イ）環境保全活動に関わる人材の育成 

環境保全活動を推進するため、地域や事業者等での担い手、市民活動リーダーと

して活躍できる人材を発掘・養成する。 

キ 環境活動拠点（海外との交流、大学との連携・学生への支援、施設間連携等）とし

ての機能向上 

（ア） 環境先進都市として国内外の他都市との連携を図り、国際的な取組の推進に努

める。 

（イ） 「大学のまち京都・学生のまち京都」における大学との連携や学生への支援を

充実させる。大学との環境活動の連携に取り組むとともに、大学生のインターン

シップ受入や環境教育、環境保全活動、市民活動等をテーマとする研究活動に協

力するとともに、館外での大学生の環境活動の取組支援にも取り組む。 

（ウ） 環境保全活動の協働を推進する拠点として、さすてな京都、生物多様性センタ

ー等との連携や、青少年科学センターや動物園をはじめ、持続可能な開発目標 

ＳＤＧｓの推進を共に担う施設との幅広い交流を推進するとともに、多世代・多

分野に開かれた施設運営に努める。 

（５） 清掃、警備等に関する詳細事項 

  ア 清掃業務 

    乙は、センターの建物及び敷地内について、常に清潔に保ち環境衛生、安全かつ快

適な空間として保つため、清掃業務を適切に行う。 

  （ア）日常・定期・特別清掃 

    a 常に清潔かつ美観を維持するための日常清掃作業を行う。 

    b  各会議室、その他一般に貸し出す各施設については、使用前、使用後に優先的

に清掃を行うほか、夜間使用の場合、次の日の使用前までに優先的に清掃を行う。 

    c  屋外の清掃についても、京都の良き伝統的習慣である「門履き」を実施する。 

    d  清掃を実施する際には、できる限り利用者の妨げにならないよう配慮する。 

    e  床等を中心に洗浄・ワックス維持等の清掃業務を行う。（年４回以上） 

    f  外窓ガラスの清掃については、「安全規則」を遵守し、昼間に実施する。（年４

回以上） 

    g  特別清掃として、カーペット、照明器具、外付けブラインド、屋上太陽光パネ

ル、換気扇及び壁面・天井等を年１回以上実施する。３階エコ厨房については、

特別清掃を月２回以上実施する。 

    h 感染症等の拡大のリスクがある場合は、利用者や職員等の安全の確保のため、
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必要な措置を講じる。 

  （イ）衛生消耗品備品の供給 

便所の消臭剤、トイレットペーパー、ポリ袋、及び調理コーナー・給湯室の排水

口、三角コーナーの生ごみ袋、館内すべてのごみ箱など衛生消耗品を不足がないよ

う補充する。 

  （ウ）ごみ類の集積 

     定期的に、所定の場所に集積するものとする。 

（エ）その他廃棄物の処理 

センターから発生する廃棄物の発生抑制に努め、甲の分別ルールに沿って分別

を行い、適切に廃棄する。 

  イ 警備保安業務 

    センター内の秩序を維持し、火災等の災害及び盗難・不法侵入等の犯罪の発生を警

戒・防止することで、不測の事態から利用者の安全を守るとともに、施設の保安を図

るための警備保安業務を適切に行う。 

    なお、業務の実施に際しては、防火管理者の選任等必要な官公署の認可、許可、免

許等を受けるものとする。 

   （ア）火災の防止 

     a  火災の予防及び早期発見 

      b  火災報知設備の監視 

      c  火災発生時の初期消火活動及び関係機関への通報 

      d  避難者及び消防車等の誘導 

   （イ）不法行為等の防止 

     a  盗難の防止及び不審者の発見及び阻止 

      b  不法侵入者、その他の不法行為の発見及び阻止 

      c  危険行為及び禁止事項の発見及び阻止 

      d  事件及び事故発生時における関係機関への通報及び応急措置 

      e  警備装置の監視及び異常時における関係者への通報 

   （ウ）その他 

     a  施設の出入り口の開錠及び施錠（夜間は機械警備導入） 

      b  機器・設備品の警備業務上の月１回以上の機能確認 

      c  センター内の窓・扉の施錠、電灯・給湯器等の点検確認 

      d  防火・防犯シャッターの開閉 

      e  設備等の破損事故の発見・報告 

      f  その他、鍵授受や日常の保安業務 

  ウ 緑地管理業務 

    乙は、センターの美観を損なわないよう敷地内の樹木、地被（剪定、害虫駆除、施

肥、除草等）、散水等の維持管理を行う。また、風害等による周辺道路への枯枝の散
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乱等についても、適切な措置を講じる。 

  エ 設備機器等保守管理業務 

    乙は、本施設の設備の機能維持のため、日常的に点検を行い、施設利用者及び勤務

者が快適に過ごせるよう、設備機器の管理を行うとともに、必要に応じて、運転監視、

清掃、消耗品の交換、修理、定期点検等を実施し、設備機器の管理業務計画を策定す

ること。   

また、設備機器に異常を発見した場合など、その被害を防止するための応急措置を

行うこと。  

    なお、業務の実施に際しては、必要な知識・経験・技能を習得した技術員に作業、

立会い等を行わせるものとする。 

  オ 電気自動車用充電設備管理業務 

（ア）電気自動車用充電設備管理業務 

a 対象設備 

２００V充電設備（スタンド型）：１基 

（イ）管理内容 

a  設備の巡回点検 

      (a) 設備本体の目視点検を毎営業日に１回以上行う。 

      (b)  毎月１回、甲が指定する充電設備点検報告書を作成し提出する。 

b  設備の使用者に対する設置場所の案内及び使用方法の説明 

（ウ）異常時の措置 

設備の異常又は故障を発見したときは、速やかに使用を停止し、甲に報告を行う

とともに、甲の指示に従う。 

（エ）事故発生時の措置 

設備に起因する事故が発生したときは、速やかに使用を停止し、必要な措置をと

るとともに、甲に報告を行い、甲の指示に従う。 

  （オ）損害の負担 

管理業務の実施に伴い、第三者又は甲に損害を及ぼしたときには、賠償の責めを

負う。ただし、甲の故意又は過失により生じた損害については、この限りでない。 

（カ）管理上の禁止事項 

     甲の許可なく、以下の事項の実施を禁止する。 

a  設備の撤去及び改造 

       b  設備の使用拒否（故障等のやむを得ない事由を除く。） 

       c  使用者に対する使用料（電気料金など）の徴収 

カ 燃料電池自動車等の管理に関する業務 

  （ア）燃料電池自動車等の貸与 

    a 貸与する期間は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までとする。 

    b 期間満了日の１箇月前までに、書面による更新しない旨の申出がないときは、
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更に１箇年延長する。 

  （イ）燃料電池自動車等の管理 

     貸与物品を常に良好な状態で保管し、業務の目的に従い、その用途に応じて適正 

かつ効率的に使用しなければならない。なお、貸与された車両の管理及び使用につ 

いては、この仕様書に定める事項のほか、別に定める事項を遵守しなければならな 

い。 

（６）安全管理に関する事項 

  ア 適切な措置と通報 

    自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態には、遅滞

なく甲の応急対策に準じた適切な措置を講じたうえ、甲をはじめ関係機関に通報す

るとともに、処理後は、早急に災害事故報告書を甲に提出することとする。 

  イ 防災対策 

    危機管理体制を構築するとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応につい

て随時訓練を行う。（年２回以上） 

また、消防署等から指摘があった場合は、直ちに改善措置を講じるものとする。 

（７）法令等の遵守 

乙は、業務に当たって、次に掲げる法令その他の各種法令等を遵守しなければならな

い。 

ア 地方自治法及び同法施行令 

イ 京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

ウ 京都市環境保全活動センター条例及び同条例施行規則 

エ 京都市会計規則、京都市物品会計規則 

オ 個人情報の保護に関する法律 

カ 京都市情報公開条例、京都市個人情報保護条例 

キ 建築基準法、消防法等建物管理に関する各種法令 

ク 京都市行政手続条例 

ケ 京都市公契約基本条例、労働関係法令 

コ 障害者差別解消法、障害を理由とする差別の解消の推進に関する京都市対応要領 

サ その他甲が定める各種マニュアル、広報等に関するルール 

（８）個人情報の取扱いに関する事務 

乙は、京都市個人情報保護条例の趣旨に従い、センターの利用者等に係る個人情報を

保護するために必要な措置を講じるものとする。 

また、乙の役員及び職員は、センターの管理に関して知り得た秘密を漏らし又は自己

の利益のために利用してはならない。なお、乙の指定期間が満了し、若しくは指定を取

り消され、又はその職務を退いた後においても同様とする。 

（９）情報公開 

乙は、京都市情報公開条例の趣旨に従い、業務のために作成し、又は取得した文書等
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の情報について、適切な取扱いの確保に努めなければならない。 

（10）帳簿等の備置 

乙が作成した帳簿等の書類は、その帳簿閉鎖の時から５年間保存するものとする。ま

た、指定期間終了後に、甲から書類の開示等の求めがあった場合は、乙はこれに応じな

ければならない。 

（11）環境に配慮した取組の推進に関する事項 

乙は、施設の管理運営に当たり、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、再生可能エ

ネルギー電気の導入等環境への配慮を行うとともに、再生可能エネルギーの利用促進

等甲が推進する環境に配慮した取組については、積極的に協力する。 

   また、その推進に当たっては、環境マネジメントシステムの構築を進め、ＩＳＯ 

１４００１やＫＥＳ（環境マネジメントシステムスタンダード）を取得する。 

 

４ 物品の貸与及び管理に関する事項  

（１）甲が貸与する物品 

ア 甲は、京都市公有財産及び物品条例第１２条の規定に基づき、施設の管理運営に必

要な物品を無償で貸し付けるものとする。 

イ 乙は、甲が貸与する物品を管理し、物品を紛失し、又はき損したときは、速やかに

甲に報告するとともに、原状回復に関する甲の指示に従うものとする。 

ウ 指定期間の終了等に伴い指定管理者が変更になる場合には、乙は甲が貸与した物

品を、甲又は甲が指定する者に適切に引き継がなければならない。 

（２）乙が準備すべき物品 

ア 乙は、甲が貸与する物品及び甲が支払う委託料のうちから購入した物品以外で、施

設の管理運営に必要な物品については、乙の負担により購入又は調達するものとす

る。 

  イ 指定期間の終了等に伴い指定管理者が変更になる場合には、乙は物品を甲又は甲

が指定する者に対して引き継がなければならない。 

 また、乙自らが購入又は調達した物品については、原則として乙が自己の責任と費

用で撤去し、又は撤収するものとする。ただし、甲と協議のうえ、甲又は甲が指定す

る者に対して引き継ぐことができるものとする。 

 

５ 施設の経理に関する事項 

（１）乙の収入 

乙は、甲が支払う本業務に要する委託料のほか、施設等の利用料金を自らの収入とす

る。ただし、施設の行政財産の目的外使用に係る使用料は、甲の収入とする。 

（２）経理区分の整理 

乙は、センターの管理運営業務に係る経理とその他の業務に係る経理（自主事業を含

む。）を区分して整理しなければならない。 
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（３）甲による調査等 

地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、乙に対して、当該管理の業務又は

経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができ

る。また、同法第１９９条第７項の規定に基づく監査委員による監査、同法第２５２条

の３７第４項の規定に基づく包括外部監査人による監査を行うことがある。 

（４）業務の包括的再委託の禁止 

  ア 乙は、専門的な技術や特定の資格などを要する業務以外は、全部又は主たる部分を

包括して第三者に再委託し、又は請け負わせることはできない。ただし、業務の一部

について、あらかじめ甲が認めた場合は、この限りではない。 

  イ 委託業者の選定に当たっては、競争性や質を確保した取扱いとし、必要に応じて、

委託業者に対し適切な指導・助言を行わなければならない。 

  ウ 乙は、指定によって生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又

はその権利を担保に供してはならない。 

  エ 第三者に再委託した実績について、年度ごとに甲に報告する。 

 

６ 定期的に報告等を求める事項 

（１）事業計画書の作成 

乙は、指定管理者の指定の申請に際して提案した内容をもとに、毎年度末までに、次

に掲げる事項を掲載した事業計画書を甲に提出しなければならない。ただし、協定の初

年度における事業計画書等の提出については、協議のうえ別途定める。 

  ア センターの維持管理及び事業に関する計画書 

  イ センターの維持管理及び事業に関する収支予算書 

  ウ その他甲が必要と認める事項 

（２）事業報告書の作成 

乙は、次に掲げる事項を掲載した事業報告書を甲に報告しなければならない。 

  ア 月次報告書 

乙は、センターの利用実績（施設利用者数、利用率等）や施設利用料金収入実績等

を記載した月次報告書を作成し、翌月７日までに甲に提出する。 

  イ 四半期報告書 

乙は、四半期ごとに事業内容、事業の広報実績、センター利用実績（施設利用者数、

利用率等）、収支決算書等、業務内容を記載した実績報告書を作成し、各四半期終了

後３０日以内に甲に提出する。甲は提出された書類をもとに責務履行を確認する。 

  ウ 年次報告書 

乙は、毎年度終了後６０日以内に、施設の管理運営に関し、次に掲げる事項につい

て事業報告書を甲に提出しなければならない。 

  （ア）センターの維持管理及び事業に関する実施結果 

  （イ）センターの維持管理及び事業に関する収支決算書 
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（ウ）センターの利用者やイベント参加者等の満足度やニーズに関するアンケート調

査、分析及び具体的な対応策 

（エ）管理運営業務の自己評価（甲が公表している「公の施設の指定管理者による管理

運営状況」の内容を把握し、それに沿って提出すること。） 

  （オ）その他甲が必要と求める事項 

エ 随時報告 

    乙は、次の事項に該当したときは、甲に速やかに報告を行う。 

（ア）施設において、事故が生じたとき。 

  （イ）施設の管理運営に関し、法令違反となる行為があったとき。 

（ウ）施設又は施設に係る物品が滅失し、又はき損したとき。 

（エ）施設の管理に関し、争訟が提訴されたとき、又は提起されるおそれがあるとき。

（オ）乙の定款若しくは寄付行為又は登記事項に変更があったとき。 

  （カ）乙と金融機関との取引が停止となったとき。 

（キ）乙が施設の管理業務に関して有している債権に差押え（仮差押えを含む。）等が

なされたとき。 

（ク）京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条第２項に基づ

いて提出した事業計画書その他の書類の重要な部分に変更があったとき。 

（ケ）その他管理運営、事業及び経理の状況を把握する必要があるとき。（甲から個別

に照会する。） 

 

７ 施設の修繕に関する事項 

（１）乙の負担で行うべき修繕 

ア 乙の責めに帰すべき事由による施設の損傷に係るもの 

（２）甲の負担で行うべき修繕 

ア 甲の責めに帰すべき事由による施設の損傷に係るもの 

イ 大規模修繕及び改築等、センターの躯体部分に係るもの 

ウ センターの機能に著しい影響を与える不具合等に係るもの 

※ ただし、金額に応じて、その都度協議を行うこととする。 

 

８ 自主事業に関する事項 

（１）乙は、本業務の実施を妨げない範囲において、指定管理者ではない一団体として、  

自己の責任と費用により、次に示す、センターの設置目的等に沿った自主事業を実施す

ることができるものとする。ただし、自主事業の履行にあたり、周辺住民の合意形成が

必要となる場合については、乙がこれを行うこと。 

   ア イベント・研修事業 

   イ 広告事業 

   ウ その他 
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（２）乙は、自主事業を実施する場合は、甲に業務計画書を提出し、事前に甲の承認を受け

なければならない。その際、甲と乙は必要に応じて協議を行うものとする。 

（３）乙は、本施設の設置目的に合致しない目的やセンターの開所時間以外に施設を利用す

るときは、甲から目的外使用許可を得なければならない。 

（４）上記以外にも、センターの設置目的等に沿った事業については、自主事業として承認

を行う場合がある。 

（５）乙は、年度内に実施した自主事業の実施内容、収支決算書等を記載した事業報告書を

作成し、年度終了後３０日以内に甲に提出する。なお、自主事業の実施に際して設けた

設備が不要となった場合、事業終了後、原状回復を行うこと。 

（６）乙は、収益（必要経費を除く）が発生する自主事業については、以下のとおり、収益

の一部を甲へ納入すること 

   ア イベント・研修事業 

     年間の収入から、実施に当たって要した必要経費を差し引き、２０万円を超えた

場合、その超過金額に１０％を乗じた金額を甲に納付する。 

   イ 広告事業 

年間の収入が１０万円を超えた場合、その超過金額に１０％を乗じた金額を 

甲に納付する。 

   ウ 物品販売事業 

物品販売事業による乙の年間の収入から、実施に当たって要した必要経費を差

し引き、２０万円を超えた場合、その超過金額に１０％を乗じた金額を甲に納付す

る。  

   エ その他 

     上記以外に、乙の提案を受けて新たに実施する自主事業の場合は、その実施内容

を踏まえて、別途納付金額について定める。 

（７）乙は、指定管理期間終了に伴い、自身以外の者が次期指定管理者となった場合は、  

自主事業を終了し、原状回復を行わなければならない。 

    ただし、次期指定管理者と合意したときは、その内容を引き継ぐことができるもの

とする。 

 

９ 損害の賠償及び危険負担に関する事項 

乙は、管理業務を開始するまでに施設賠償責任保険の保険契約を締結し、指定の期間中、

当該保険に引き続き加入するとともに、事業の実施に必要なイベント保険等についても、

適切に加入しなければならない。また、事故・火災等による施設等の損傷があった場合は、

乙は、被害が最小限となるよう迅速かつ的確に対応するとともに、直ちに甲に報告するも

のとする。 

なお、指定期間内における主なリスクについては、以下の負担区分を基本として対応す

るものとする。 
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リスクの負担区分表 

リスクの種類 内      容 

負担区分 

甲 乙 

法令の変更 
施設の管理運営に影響を及ぼすもの ○  

乙自身に影響を及ぼすもの  ○ 

経費の増大 

甲の指示に基づく業務内容の変更等 ○  

税制変更、物価上昇、金利変動等、甲以外の

要因によるもの 
 ○ 

不可抗力 自然災害等による業務の変更、中止又は延期 （都度協議） 

協定の不履行 
乙の都合によるもの  ○ 

甲の都合によるもの ○  

第三者への 

損害・傷害 

業務の執行に伴うもの 
○ 

○

（注） 

施設及び設備等の瑕疵によるもの ○  

 

 

 

 

施設管理等 

 

 

 

 

甲の事情による保守、点検費用の増加  ○  

上記以外の保守、点検費用の増加  ○ 

経年劣化、構造上の瑕疵等による大規模修繕 ○  

センターの躯体部分に係る修繕 ○  

冷暖房、空調設備等の修繕 （都度協議） 

上記以外の修繕  ○ 

施設及び設備等の瑕疵等、甲の責任による管

理運営業務への影響 
○  

上記以外による管理運営業務への影響  ○ 

上記以外のもの （都度協議） 

苦情への対応 乙が適切に執行すべき業務に関するもの  ○ 

上記以外のもの ○  

注 甲が負担した場合において、乙に故意又は重大な過失があるときは、甲は乙に求

償する。 
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10 指定期間満了後の原状回復及び引継ぎに関する事項 

 乙は、指定期間が終了するとき（継続して指定管理者に指定されたときを除く。）又は

指定が取り消されたときは、センター運営を円滑に進めるため、速やかに原状回復すると

ともに、次の指定管理者が円滑に業務を遂行できるよう、十分な引継ぎを行うものとする。 

 

11 障害者差別解消法に基づく不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供に関する

事項 

 乙は、障害者差別解消法に基づく不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供等

に関して、同法第１１条の規定により主務大臣が定める対応指針（ガイドライン）を遵

守するとともに、甲が策定した「障害を理由とする差別の解消の推進に関する京都市対

応要領」を踏まえ、適切に対応すること。 

 

12 その他の留意点 

（１）事業に関する留意事項  

乙は、事業の実施に際し、各種助成金、協賛金等を活用することができる。 

（２）利用者アンケートの実施等 

  ア センターの管理及び事業運営に関する利用者の意見やニーズを把握するため、館

内に提案箱を設置する。 

  イ ホームページ、メールマガジン、施設、各種講座受講時等あらゆる機会を活用し、

利用者アンケートを行う。 

  ウ 意見及びアンケート等の結果については、内容を十分に検討し、対応を行う。また、

甲に報告するとともに、館内掲示板、ホームページ、メールマガジン、情報誌等を通

じて公表する。 

（３）施設の管理運営への市民参加 

   乙は、市民等の参加を求め、運営に関する意見を述べ、協働を図るために運営協議会

を設置するなど、施設の管理運営への市民参加を進め、提供するサービス内容の改善に

反映させる。 

（４）自己評価の実施 

   乙は、指定管理者として行う業務について、次の点に留意して自己評価を実施する。 

  ア 事務事業評価などの自己評価システムを確立する。評価項目については、結果が業

務の改善につながるよう設定する。 

  イ 年度の重点目標を作成し、その目標を職員それぞれが十分に理解する。 

  ウ 管理職は、各評価項目について自己評価を行うとともに、定期的に職員にヒアリン

グを行い、指導助言を行う。 

（５）業務の休廃止 

   乙は、センターの事業及び管理業務を休止し、又は廃止しようとするときは、あらか

じめ甲の承認を受けなければならない。 
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（６）業務の停止及び指定の取消し 

   乙が、次の各号の一に該当する場合は、指定期間内であっても、甲は、必要に応じて

期間を定めて業務の全部又は一部の停止又は指定の取消しを行うことがある。 

  ア センターの管理運営を適正かつ確実に実施することができないと認められる場合 

  イ 指定に関し不正な行為があった場合 

  ウ 法令の規定、本件指定の条件又は協定書に記載された条件に違反した場合 

  エ 法令の規定、本件指定の条件又は協定書の規定に基づき京都市関係職員が行う報

告の聴取、調査、検査又は調査の実施を拒否し、又は妨害したとき、その他京都市関

係職員の指示に正当な理由がなく従わなかった場合 

  オ その他センターの管理運営を継続しがたい事由があると認められる場合 


